
平成２９年度 第１回 

宇都宮市国民健康保険運営協議会 

会 議 次 第 

                        日 時  平成２９年８月３日（木） 

                             午後４時３０分～ 

                        会 場  宇都宮市役所１４階 
                             １４大会議室 
 
１ 開  会 
 
     協議会の役割 ・・・資料１ 
     委員紹介 
     会長及び会長職務代理者の選出 ・・・資料２ 
     会議録署名委員の選出 
 
 
２ 市長からの諮問について 
 
 
３ 国保制度改革の概要について ・・・資料３ 
 
 
４ 議  事 
 
     報告事項 
     ・報告第１号  平成２８年度国民健康保険特別会計の決算状況（見込み） 
             について 
     ・報告第２号  国保アクションプラン２８の主な取組実績と 

国保アクションプラン２９の主な取組について 
     ・報告第３号  平成２９年度国民健康保険税の課税状況について 
 
 
５ そ の 他 
     ・平成２９年度国民健康保険運営協議会の開催予定について 
 
 
６ 閉  会 
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協議会の役割 

 

・国民健康保険運営協議会は，国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議する

ため，市町村に設置される附属機関である。 

・国民健康保険の運営に関する重要事項について市長から諮問があったときは，審議

して答申を行う。 

・国民健康保険の運営について必要があると認めるときは，審議して市長に意見を提

出する。 

 

 

 

 

【参考】宇都宮市国民健康保険運営協議会に関する法令（抜粋） 

 

○国民健康保険法 

   第 2 章 市町村 

（国民健康保険運営協議会）  

第 11 条 国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議するため，市町村に国民健

康保険運営協議会を置く。  

2  前項に規定するもののほか，国民健康保険運営協議会に関して必要な事項は，政

令で定める。 

 

 

○国民健康保険法施行令 

   第１章 市町村 

（国民健康保険運営協議会の組織）  

第 3 条 国民健康保険運営協議会（第 5 条第 1 項及び附則第 1 条の 2 において「協議

会」という。）は，被保険者を代表する委員，保険医又は保険薬剤師を代表する委員

及び公益を代表する委員各同数をもって組織する。  

2  委員の定数は，条例で定める。 

（委員の任期）  

第 4 条 委員の任期は，2 年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間

とする。  

資料１
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（会長）  

第 5 条 協議会に，会長 1 人を置き，公益を代表する委員のうちから，全委員がこれ

を選挙する。  

2  会長に事故があるときは，前項の規定に準じて選挙された委員が，その職務を代

行する。 

 

 

○宇都宮市国民健康保険条例 

   第 2 章 国民健康保険運営協議会 

(国民健康保険運営協議会の委員の定数) 

第 2 条 国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)の委員の定数は，次の各

号に定めるところによる。 

 (1) 被保険者を代表する委員 7 人 

 (2) 保険医又は保険薬剤師を代表する委員 7 人 

 (3) 公益を代表する委員 7 人 

 (4) 被用者保険等保険者を代表する委員 3 人 

(規則への委任) 

第 3 条 前条に定めるもののほか，協議会に関して必要な事項は，規則で定める。 

 

 

○宇都宮市国民健康保険規則 

   第 1 章 国民健康保険運営協議会 

   第 1 節 諮問及び意見の提出 

(諮問) 

第 1 条 本市の国民健康保険運営協議会(以下「協議会」という。)は，国民健康保険

の運営に関する重要事項について市長から諮問があつたときは，審議して答申しな

ければならない。 

(意見の提出) 

第 2 条 協議会は，本市国民健康保険の運営について必要があると認めるときは，審

議して市長に意見を提出することができる。 

(答申及び意見の提出方法) 

第 3 条 諮問に対する答申又は意見の提出は，文書をもつてしなければならない。 
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   第 2 節 会議 

(招集) 

第 4 条 協議会は，会長が招集し，会議の議長となる。ただし，協議会が設置されて

最初に行われる会議又は会長及び会長職務代理者がともに欠けた場合における会議

においては，年長の委員が臨時に会議の議長の職務を行う。 

第 5 条 協議会の招集は，委員に対する告知により行う。 

2  前項の告知には，招集の日時，場所及び議題を付記しなければならない。 

第 6 条 会長及び会長職務代理者がともに欠けた場合における協議会の招集は，市長

が行う。 

(委員の欠席届) 

第 7 条 協議会に出席することができない事情がある委員は，開会時刻前に会長にそ

の旨を届け出なければならない。 

(会議の定足数) 

第 8 条 協議会は，委員定数の半数以上の委員が出席しなければ会議を開くことがで

きない。 

(表決) 

第 9 条 協議会の議事は，出席委員の過半数をもつてこれを決する。可否同数のとき

は，議長の決するところによる。 

2  前項の場合において議長は，委員として議決に加わる権利を有しない。 

(会議) 

第 10 条 協議会は，市長から諮問があつたとき，その他必要があると認めるときに開

催するものとする。 

第11条 協議会の委員7人以上の者から会議に付議すべき事件を示して会議の招集の

請求があるときは，会長はこれを招集しなければならない。 

(関係職員等の出席) 

第 12 条 協議会は，必要があると認めるときは関係職員等の出席を求めて説明又は意

見を聴くことができる。 

(会議録) 

第 13 条 会長は，書記をして会議録を調整させなければならない。 

2  会議録には，すべての議事の状況を記載しなければならない。 

3  会議録には，議事のほか開会及び閉会の年月日，時間，出席委員の氏名その他議

長が必要と認める事項を記載しなければならない。 

4  会議録に署名すべき委員は，議長のほか委員 2 人とし，会議の始めに議長が会議
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に諮つてこれを定める。 

5  会議録は，会議終了後速やかに調整しなければならない。  

(準用規定) 

第14条 本章に規定するもののほか，協議会の開閉，議案の審議等の議事に関しては，

本市の議会の会議の一般の例による。 

   第 3 節 会長及び会長職務代理者 

(会長及び会長職務代理者の選挙) 

第 15 条 協議会の会長及び会長職務代理者の選挙は，無記名投票をもつて行い，有効

投票の最多数をもつて当選人とする。 

2  当選人を定めるに当たり得票数が同じであるときは，くじで定める。 

3  委員中異議がないときは，第 1 項の選挙に代えて指名推薦の方法を用いることが

できる。 

第 16 条 会長がその職務を辞したとき，又は委員を退職したとき，その他会長が欠け

るに至つたときは，速やかに会長の選挙を行わなければならない。 

(会長等の任期) 

第 17 条 会長及び会長職務代理者の任期は，委員の任期による。 

(会長の職務) 

第 18 条 会長は，協議会の会務を総理し，協議会を代表する。 

   第 4 節 書記 

(書記) 

第 19 条 協議会に書記若干人を置き，市職員の中から市長が任命する。 

(書記の職務) 

第 20 条 書記は，会長の命を受けて協議会の庶務をつかさどる。 

   第 5 節 雑則 

(公印) 

第 21 条 会長の公印及びその取扱いは，宇都宮市公印規則(昭和 36 年規則第 38 号)の

定めるところによる。 

(委員台帳の作成) 

第 22 条 委員の任期，職，氏名，種別等は，宇都宮市国民健康保険運営協議会委員台

帳に登載しておかなければならない。 

(委任) 

第23条 この章に定めるもののほか，協議会の運営に関し必要な事項は，別に定める。 
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会長及び会長職務代理者の選出 

    

   宇都宮市国民健康保険運営協議会会長及び会長職務代理者の選出について 

 宇都宮市国民健康保険運営協議会会長及び会長職務代理者を選出する。 

 

 

 

 

（提案の理由） 

 委員の一括改選に伴い，会長及び会長職務代理者を選出するもの。 

 

 

 

【参考】国民健康保険運営協議会会長の選出方法 

  国民健康保険法施行令 

（会長） 

第５条 協議会に，会長１人を置き，公益を代表する委員のうちから，全委員がこ

れを選挙する。 

２ 会長に事故があるときは，前項の規定に準じて選挙された委員が，その職務を

代行する。 

 

  宇都宮市国民健康保険規則 

（会長及び会長職務代理者の選挙） 

第１５条 協議会の会長及び会長職務代理者の選挙は，無記名投票をもって行い，

有効投票の最多数をもって当選人とする． 

２ 当選人を定めるに当たって得票数が同じであるときは，くじで定める。 

３ 委員中異議がないときは，第１項の選挙に代えて指名推薦の方法を用いること

ができる。 

 

資料２
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報告第１号

    平成２８年度　国民健康保険特別会計の決算状況（見込み）について

【歳　　出】

予 算 現 額（円） 決算見込額（円）
対予算現額
割　　　合

前年度決算額（円）
対前年度

決算額割合

34,902,879,000 34,433,802,650 98.7% 34,920,713,876 98.6%

13,260,255,000 13,260,253,353 100.0% 12,979,847,455 102.2%

283,999,000 260,973,272 91.9% 399,045,792 65.4% 過誤納返還金，国庫補助返還金，療養給付費交付金返還金等

58,988,143,000 58,377,492,021 99.0% 59,251,136,015 98.5%

－ 8 －

そ の 他 支 出 金

計

保 健 事 業 費 335,188,000 282,626,961 84.3% 269,875,607

2,822,602,799 94.3%
40歳～64歳の国保被保険者数に応じた介護保険制度への納付金
【対前年比　減の主な理由】第2号介護被保険者数の減
　　　　　　　　　　　　（平成28年度：46,170人　△2,581人）

104.7%

・特定健康診査等事業費　   　　　　　232,067,692 円
　　個別健診　　　　　　　　　受診者数     11,738人
　　集団健診　　　　　　　　               17,250人
　　　　計　　　　　　　　　　           　28,988人

・健康指導費　　　　　        　　　　17,700,185 円
　　医療費通知送付 （年2回）            　131,532件
　　後発医薬品差額通知送付（年3回）        25,166件
　　保健指導嘱託員報酬（2人）

　
　・健康づくり啓発活動費　　　       　　　　 59,084 円
    　パンフレット作成等

　・人間ドック・脳ドック健診料金補助金　  32,800,000 円
　　　人間ドック補助　　　　　　　　　        　3,012件
　　　脳ドック補助　　　　 　　　　       　      268件
　　　　　　計　　　　　　　　　                3,280件

【対予算比　減の主な理由】特定健康診査等事業費における受診者数が見込みを下回ったことによる減
　　　　　　　　　　　（見込：31,395人　⇒　実績：28,988人）

共 同 事 業 拠 出 金

高額な医療費の発生に備えて，県内市町で実施している再保険制度への拠出金
・高額医療費共同事業拠出金　　　　：レセプト1件80万円を超える医療費を対象
・保険財政共同安定化事業拠出金　：1件1円以上80万円以下の医療費が対象　（平成27年度より制度改正）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊平成26年度まではレセプト1件30万円を超える医療費が対象
【対前年比　増の主な理由】　対象医療費の増

介 護 納 付 金 2,673,850,000 2,661,418,454 99.5%

後 期 高 齢 者 支 援 金 等 6,889,554,000 6,889,378,872 100.0% 7,135,394,486 96.6%
国保被保険者数に応じた後期高齢者医療制度への支援金
【対前年比　減の主な理由】一般国保被保険者数の減少
　　　　　　　　　　　　（平成28年度：122,642人　△3,338人）

81.4%

職員給与費，一般事務費，徴税費，運営協議会費等

【対前年比　減の主な理由】国民健康保険新業務システム開発委託の皆減，改修委託料の減
・システム開発委託料（27年度導入国保システム対応）（平成28年度：0円　△164,700,000円）
・システム改修委託料（マイナンバー関連）　　　　　（平成28年度：39,177,000円　△14,877,000円）

保 険 給 付 費

主な保険給付費
・療養給付費：医療機関でかかった医療費のうち，被保険者の自己負担分を除いた分(保険者負担分)を給付 (現物給付)
・療養費：医療機関で一旦全額支払った医療費のうち，後日申請により被保険者の自己負担を除いた分を支給 (償還払)
その他
・出産育児一時金：被保険者出産時に，1人あたり42万円を支給
・葬祭費　　　　　：被保険者死亡時に，1人あたり5万円を支給　　など
【対前年比　減の主な理由】一般国保被保険者数の減少
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成28年度：122,642人　△3,338人）

※増減割合が±１０％，又は増減額が±１億円以上の科目については，「摘要」欄にその主な理由を記載

区　　　　分 摘　　　　　　　　要

総 務 費 642,418,000 589,038,459 91.7% 723,656,000

報告第１号



【歳　　入】

予 算 現 額（円） 決算見込額（円）
対予算現額
割　　　合

前年度決算額（円）
対前年度

決算額割合

調 定 額（円） 収入済額（円） 収納率（％） 前年度収納（％） 前年度収納率との差

現年度分 12,386,601,100 10,759,878,432 86.74 86.43 0.31

過年度分 4,102,228,679 966,308,824 23.49 24.65 　　　△1.16

合　計 16,488,829,779 11,726,187,256 71.00 71.29 　　  △0.29

14,968,533,000 14,984,927,758 100.1% 14,689,612,321 102.0%

1,403,700,000 1,517,643,591 108.1% 1,759,947,810 86.2%

12,675,559,000 12,675,559,431 100.0% 12,914,977,986 98.1%

12,771,071,000 12,843,990,652 100.6% 12,716,372,846 101.0%

5,006,857,000 4,514,615,292 90.2% 4,922,663,583 91.7%

基 盤 安 定 繰 入 金 2,499,411,000 2,499,411,292 100.0% 2,730,083,583 91.6%

基 金 繰 入 金 1,000 0 - 0 -

162,387,000 127,242,407 78.4% 157,661,711 80.7%

58,988,143,000 58,390,166,387 99.0% 59,254,730,180 98.5%

決算見込額 前年度決算額

歳入額…① 58,390,166,387 円 59,254,730,180 円

歳出額…② 58,377,492,021 円 59,251,136,015 円

差引額…③ 12,674,366 円 3,594,165 円

（＝①－②）

給付基金へ決算積立…④ 12,000,000 円 0 円 【参考】給付基金現在高 406,566,751 円 

次年度へ繰越…⑤ 674,366 円 3,594,165 円 （決算積立後） 418,566,751 － 9 －

そ の 他 諸 収 入
・財産収入：基金利子等
・諸収入　 ：延滞金，徴収金収入等
・繰越金　 ：前年度決算繰越金

計

国民健康保険給付基金からの繰入（取崩）

一般被保険者に係る保険税軽減に対する補填（県3/4，市1/4）＋保険者支援分（国1/2，県1/4，市1/4）
【対前年比　減の主な理由】保険税軽減被保険者（7割，5割，2割軽減）数の減
　　　　　　　　　　　　　（平成28年度：56,279人　△5,152人）

そ の 他 一 般 会 計 繰 入 金 2,507,445,000 2,015,204,000 80.4% 2,192,580,000 91.9%

法定の繰入及び法定外の繰入
【対予算比　減の主な理由】財政調整交付金（国）のうち，特別調整交付金経営努力分の増（+325,480,000）により交付額が
見込みを上回ったことなどによる，法定外の繰入の減

一 般 会 計 繰 入 金

共 同 事 業 交 付 金

高額な医療費の発生に備えて，県内市町で実施している再保険制度への拠出金
・高額医療費共同事業拠出金　　　　：レセプト1件80万円を超える医療費を対象
・保険財政共同安定化事業拠出金　：1件1円以上80万円以下の医療費が対象　（平成27年度より制度改正）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　*平成26年度まではレセプト1件30万円を超える医療費が対象
【対前年比　増の主な理由】　対象医療費の増

療 養 給 付 費 等 交 付 金
退職被保険者の保険給付費等から，退職被保険者の税収額を控除した額が社会保険診療報酬支払基金から交付
【対前年比　減の主な理由】退職被保険者数の減に伴う保険給付費等の減
　　　　　　　　　　　　　（平成28年度：3,479人　△1,854人）

前 期 高 齢 者 交 付 金
前期高齢者（65歳～74歳）の各保険者間の偏在による負担の不均衡を調整するため，社会保険診療報酬支払基金から交付
【対前年比　減の主な理由】概算交付分確定の精算に伴う減

国 ・ 県 支 出 金

主な国・県支出金
・療養給付費等負担金（国）：一般被保険者医療給付費等の32%相当額
・財政調整交付金（国）：一般被保険者医療給付費等の9%相当額
・財政調整交付金（県）：一般被保険者医療給付費等の9%相当額
・高額医療費共同事業負担金（国，県）：高額医療費共同事業医療費拠出金の1/4
【対前年比　増の主な理由】
・財政調整交付金（県）のうち，保険者間における医療給付費等の格差調整に係る基準額増に伴う増など（+189,198,000円）
・財政調整交付金（国）のうち，新たに創設された保険者努力支援制度分の増（+58,849,000円）

12,093,493,923 97.0%

【対前年比　減の主な理由】一般国保被保険者数の減による，税収の減　（平成28年度：122,642人　△3,338人）

区　　　　分 摘　　　　　　　　要

国 民 健 康 保 険 税 12,000,036,000 11,726,187,256 97.7%

※増減割合が±１０％，又は増減額が±１億円以上の科目については，「摘要」欄にその主な理由を記載

510,621,000 △ 38.3 336,284,000 51.8

合　　　　　　　計 2,507,445,000 2,015,204,000 △ 19.6 2,192,580,000 △ 8.1

△ 26.6

法定外の繰入

　医療費の現物給付実施による国庫補助減額分　等 546,199,000 528,841,000 △ 3.2 527,404,000 0.3

　平成22年度からの新たな基準による繰入
　（特定健康診査・特定保健指導，失業者の保険税
    軽減，無所得者支援分　等）

827,489,000

法定の繰入 　職員給与費，その他一般事務費　等 1,133,757,000 975,742,000 △ 13.9 1,328,892,000

そ の 他 一 般 会 計 繰 入 金  内 訳 予算現額(円) 決算見込額(円)
対予算増減

率(％)
前年度決算額(円)

対前年度決
算増減率(％)
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報告第２号 

 「国保アクションプラン２８の主な取組実績と国保アクションプラン２９の主な取組について」 

１ 保険税収納率の向上 

施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 口座振替の加入促進◎ 

収納率の向上を図るた

め，金融機関等の窓口で

の自主納付に比べて収納

率の高い口座振替による

納付を促進する。 

◆新規加入件数（※各年度 3 月末時点） 【目標】2,700 件 

 実績 口座振替加入率 

28 年度 2,183 件 35.2％ 

27 年度 2,522 件 34.9％ 
 

・下記の各種取組を実施し，口座振替加入勧奨を促進した結果，口

座振替加入率は増加しており，収納率向上につながった。 

⇒口座振替の加入促進を図るため，引き続き以下の各種取組を実施 

 

 

 

【目標】新規加入件数：2,700 件 

 ※口座振替加入率 36％を目標とした新規加入件数

    

○国保加入手続き時の窓口等における勧奨の強化 

・本庁窓口での国保加入者に対し，口座振替申込書の交付やペイジ

ー口座振替受付サービス（＊）の活用など，積極的に口座振替の

勧奨を実施 

・広報紙やホームページ（動画案内等）による口座振替の周知啓発 

・金融機関や関係課と連携したＰＲの実施 

 

   

・国保加入手続き時など被保険者が来庁する際に勧奨することで，

効果的・効率的に加入者を確保することができた。 

⇒引き続き，国保加入手続き時等における窓口での勧奨を継続 

・広報紙，ホームページやオリオンスクエア大型スクリーン等によ

り口座振替の周知を図ることができた。 

⇒引き続き，様々の広報媒体を活用し広報活動を継続 

・金融機関と連携した啓発チラシの配布により口座振替が促進され

た。 

・納税課の街頭キャンペーンへの共同参加により口座振替の周知を

図ることができた。 

⇒引き続き，金融機関や関係課と連携したＰＲを実施 

○窓口等での加入勧奨      

・国保加入手続きや納税相談時における勧奨を実

施 

・広報紙，ホームページやオリオンスクエア大型

スクリーンでの周知啓発を実施 

・キャンペーン期間中，市庁舎において，1 日 2

回，口座振替申込加入勧奨の庁内放送を実施 

・金融機関等と連携した口座振替勧奨チラシの配

布等 

○口座振替加入キャンペーンの実施 

・新規加入者に宇都宮の特産品等を抽選で贈呈 

（キャンペーン期間 H27：4～9 月→H28：4～10 月）【拡】 

 
キャンペーン期間中の

新規加入件数 

新規加入者のうち左記 

期間中の新規加入割合 

28 年度 1,645 件 75.4％ 

27 年度 1,736 件 68.8％ 

・キャンペーン期間の新規加入件数は前年比で 226 件減となったも

のの，全体に占めるキャンペーン期間中の加入割合は，前年度と

ほぼ同等の割合となっており，キャンペーンの効果はあった。 

⇒4 月の国保加入者が多いことから，キャンペーンについての周知

を強化 

○口座振替加入キャンペーンの実施 

・抽選による特産品等贈呈 

（キャンペーン期間 4～10 月) 

・庁内放送等による周知期間の拡充（早期実施）

【拡】

○口座振替申込書等の送付 

・納税通知書，更正通知書への同申込書・通知の同封 

・納税催告センター文書催告時における口座振替申込書及び口座振

替勧奨通知の同封 

・キャンペーンを活用した勧奨の実施 

・加入勧奨ダイレクトメールの送付【新】 

◆申込書送付件数（※各年度 3月末時点） 

 

 

 

 

◆ダイレクトメール送付件数（3 月末現在） 

 送付数 ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙによる申込数

28 年度 2,130 件 66 件（5.4％） 
 

 送付数 

28 年度 82,944 通 

27 年度 77,830 通 

・口座振替未加入者を対象として，納税通知書，更正通知書に口座

振替申込書及び口座振替勧奨通知を同封することにより，効率的

に周知を図ることができた。 

⇒引き続き，口座振替未加入者を対象とした納税通知書等への同封

を実施 

・納税催告センターの文書催告を活用し，初期段階の滞納者に対す

る口座振替の周知を図ることができた。 

⇒引き続き，納税催告センターを活用した口座振替を推進 

・キャンペーン期間拡大に伴う口座振替申込書及び口座振替勧奨通

知の送付回数増加により効果的な勧奨を図ることができた。 

⇒引き続き，キャンペーンを活用した勧奨を実施 

・新規加入者，早期滞納者への口座振替申込勧奨の促進としてダイ

レクトメールを送付したことにより，口座振替新規加入者を獲得

できた。 

⇒引き続き，国保新規加入者，第１期納期限の滞納者に対する口座

振替勧奨ダイレクトメールを送付 

○口座振替申込書等の送付     

・納税通知書及び更正通知書への同封 

・納税催告センター文書催告への同封 

・キャンペーンを活用した勧奨の実施 

 ・新規国保加入者及び第１期滞納者への口座振替

申込勧奨のダイレクトメールを送付 

 

 

 

 

報告第２号 

＊ペイジー口座振替受付サービス 

キャッシュカードを携帯端末に通すだけで,簡単に口座振替の

申込みができるサービス（通帳や通帳印不要） 
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施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 納税環境の整備◎ 

多様化する市民ニーズ

やライフスタイルに対応

するため，コンビニ納付

やＩＣＴ（情報通信技

術）を活用した納付方法

の多様化を図る。 

○電子納付などによる納税環境の整備 

・ペイジー納付（＊）及びコンビニ納付とも，24 時間納付可能とし

ており，利用状況は向上している。 

・利用促進に向けた周知広報の実施（市税と一体的に広報紙やホー

ムページ掲載，チラシ配布等） 

 

◆納期内納付件数（※各年度 2月末（8期納期限）現在） 

◆納期内納付率（※各年度 2 月末現在） 

 調定額 収入額 納期内納付率 

28 年度 11,802,236,200 円 8,431,558,768 円 71.4％ 

27 年度 12,226,660,900 円 8,564,998,629 円 70.1％ 

 

 ペイジー コンビニ 金融機関等 計 

28 年度 
23,254 件

（6.09％）

93,381 件

（24.45％） 

265,340 件

（69.46％） 

381,975 件

（100％） 

27 年度 
13,587 件

（3.44％）

67,972 件

（17.23％） 

313,057 件

（79.33％） 

394,616 件

（100％） 

・多様化する納税者のライフスタイルに対応できるよう納税者の利

便性向上に資するペイジー納付及びコンビニ納付が，24 時間いつ

でも利用できることから，利用状況が向上し，納期内納付率が前

年度より向上した。 

⇒引き続き，納税者への周知広報を実施し，ペイジー納付及びコン

ビニ納付の利用を促進 

 

○電子納付などによる納税環境の整備 

・利用促進に向けた周知広報の実施（市税と一体

的に広報紙やホームページ掲載，チラシ配布

等） 

  

 納 税 催 告 セ ン タ ー

（＊）の 活用 

現年度分の滞納者を対

象に夜間・休日を含めた

電話催告や，電話催告不

在者への文書催告を行

い，滞納初期段階で対処

することで滞納の累積化

を防止する。 

 

 

 

 

 

 

 

○納税催告センターの電話催告 

・現年度滞納者に対する催告実施し，不在だった場合には１週間後

に再架電（催告）を実施【拡】 

・夜間帯や休日の催告実施 

⇒平日電話催告(12 時～20 時) 

⇒休日電話催告( 9 時～17 時，3 回)  

◆電話催告件数（※各年度 3 月末時点） 

 架電件数 

28 年度 10,697 件 

27 年度 8,389 件 
 

・再架電の実施などにより架電件数が大幅に増加し，接触の機会を

確保できたことに伴い，現年度の収納率向上及び滞納の累積防止

につながった。 

⇒引き続き，納税催告センターによる電話催告を実施 

 

 

 

 

○電話催告 

・現年度滞納者に対する催告実施 

 ⇒不在だった場合は 1週間後に再架電（催告）

を実施 

・夜間帯や休日の催告実施 

⇒平日電話催告(12時～20 時) 

⇒休日電話催告( 9時～17 時，月 3回） 

 

 

○文書催告の実施 

 ・電話催告の不在者及び電話番号不明者に対する文書催告 

◆文書催告件数（※各年度 3 月末時点） 

 実績 

28 年度 14,422 件 

27 年度  9,992 件 

◆納付勧奨後納付件数 

（※各年度 1 月末までに催告したものを 3 月末時点で確認） 

 実績（電話・文書）

28 年度 7,505 件 

27 年度 7,202 件 
 

・文書催告件数が大幅に増加し，納付勧奨後納付件数が増加した。

電話がつながらない滞納者に対し，早期に文書による催告を行う

ことで，現年度の収納率向上及び滞納の累積防止につながった。 

⇒引き続き，架電対応できなかった不在者や電話番号不明者などに

対する文書催告を実施 

 

○文書催告    

・電話催告不在者，電話番号不明者などに対する

文書催告の実施 

 

＊ペイジー納付 

パソコン，携帯電話から 24 時間納税が可能で，ＡＴＭ

での納税もできるサービス 

＊納税催告センター 

初期段階の現年度滞

納者に対する電話催告

や文書催告を，市税等

と一体となって効率的

かつ早期に実施するこ

とを目的とし，平成 

21 年度に設置 
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施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 臨戸訪問（職員） 

電話催告や文書催告な

どで接触の図れない滞納

者に対し職員が訪問し，

徴収や納税指導，生活実

態調査，財産調査を実施

する。 

○職員による臨戸訪問の実施 

・高額滞納者や対応困難な滞納者に対する訪問納税指導，生活実態

調査（財産調査）の実施 

・金融機関への預金調査などに併せた効果的・効率的な臨戸訪問の

実施 

・部内支援を得て，初期段階の滞納者に対して，休日に臨戸訪問を

実施(12 月:38 名，2 月:42 名が従事(保健福祉部 6課 2 所)) 

・休日臨戸訪問 年 5 回 

◆訪問件数（※各年度 3月末時点） 

 訪問件数 
徴収または 

納付約束件数 
窓口相談件数 

28 年度 664 件 67 件 301 件 

27 年度 636 件 57 件 215 件 
 

・休日臨戸訪問件数を増やしたことで，徴収または納付約束件数が

増加した。また休日臨戸訪問と同時に実施する窓口での相談件数

も増加した。 

⇒引き続き，部内支援などを得ながら，職員による臨戸訪問を実施 

○職員による臨戸訪問の実施   

・高額滞納者や対応困難な滞納者に対する訪問納

税指導，生活実態調査（財産調査）を実施する

とともに，金融機関への預金調査などに併せた

効果的・効率的な臨戸訪問を実施 

・部内支援による休日臨戸訪問を実施（12 月・2

月） 

 ・休日臨戸訪問:年 5回実施(部内支援含む） 

 

 文書催告（職員）◎ 

督促や催告センターの

催告を受けても納付のな

い者に対してカラー催告

（＊）を送付する。 

○カラー催告の実施 

・現年度及び過年度分の滞納者への催告を実施 

・現年度及び過年度分の催告書への短冊形呼出状等を同封【新】 

◆カラー催告件数（※各年度 3月末時点） 

 発送件数 

28 年度 8,486 件 

27 年度 12,195 件 

 

 

 

 

○現年度・過年度催告件数（※各年度 3月末時点） 

 現年度催告 過年度催告 計 うち短冊同封

28 年度 15,446 件 16,633 件 32,079 件 32,079 件

27 年度 8,611 件 23,959 件 32,570 件 ― 
 

・過年度からの滞納者と併せて現年度のみの滞納者に対してもカラ

ー催告を実施したほか，平成 28 年度から現年度・過年度催告に

は，滞納者の注意喚起を促すため短冊型の呼出状を同封するな

ど，滞納の早期段階からの催告を効果的かつ効率的に徹底するこ

とにより，滞納繰越の未然防止と早期納付に努めている。 

⇒引き続き，カラー催告を実施 

○カラー催告の実施  

・現年度及び過年度分の滞納者への催告を実施 

・現年度及び過年度分の催告書への短冊形の呼出

状の同封 

 滞納処分の強化◎ 

 督促・催告を受けても

反応のない者に対し，預

貯金等の財産調査を実施

するなど生活状況を考慮

した上で差押を実施す

る。 

○差押の執行 

・納付資力があるにもかかわらず，納付や相談のない長期・高額滞

納者に対する差押の執行と換価の早期実施 

・現年度のみの滞納者に対する差押の早期着手 

 

◆差押件数・収納額（※各年度 3 月末時点） 

 
件数 

（うち債権）
収納額 

28 年度 
479 件 

（474 件） 
66,807 千円 

27 年度 
507 件 

（490 件） 
68,226 千円 

 ※債権：預貯金，生命保険，給与等 

・長期・高額滞納者について，換価性の高い債権等の財産調査を徹

底し，生活状況や納付資力を的確に見極めた上で差押を執行する

ことにより，差押件数は昨年度とほぼ同数となっている。 

⇒引き続き，長期・高額滞納者への換価性の高い債権を中心とした

差押の執行，現年度のみの滞納者に対する差押の早期化，必要に

応じ特別収納対策室と連携して滞納者宅の捜索を実施 

 

 

○差押の執行 

・納付資力があるにもかかわらず，納付や相談の

ない長期・高額滞納者に対する差押の執行と換

価の早期実施 

・現年度のみの滞納者に対する差押の早期着手 

 

 

 

 

 

＊カラー催告 

滞納の状況に応じて，段階的に文面を強化し，色を変えた文書 

［特別催告（青），差押警告（黄），差押予告（赤）］ 
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施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 特別収納対策室との

連携 

市税等と一体的に効果

的な滞納処分を行うため

特別収納対策室（＊）と

の連携を図る。 

 

○特別収納対策室と連携した滞納処分 

・市税等と一体化した差押 

・長期・高額滞納者で，換価価値のある財産が不明な場合等には協

同して捜索を実施 

◆特別収納対策室への移管状況（※各年度 3月末時点） 

 
移管 

件数 

昨年までに

差押済 

差押件数 

(うち債権) 
収納額 

28 年度 409 件 181 件 
34 件 

（31 件） 
33,694 千円 

27 年度 463 件 207 件 
25 件 

（25 件） 
43,480 千円 

※移管基準：１年以上納付・相談がなく，50 万円以上滞納 

・これまでの，市税等と一体化した財産調査の徹底や滞納処分の強

化の結果，差押件数は昨年度を上回っている。 

⇒引き続き，特別収納対策室と連携・協同し，強力に滞納整理を推

進 

 

 

○特別収納対策室と連携した滞納処分 

・市税等と一体化した差押の実施 

・長期・高額滞納者で，換価価値のある財産が 

不明な場合等には協同して捜索を実施 

 資格の適正化 

 （二重資格の解消） 

 社保と国保に二重に加

入していると疑われる被

保険者に対して国保脱退

勧奨通知を送付するとと

もに，年金機構の「ねん

きんネット（＊）」情報を

活用し，国保資格の喪失

処理を行う。 

○二重資格の解消 

・「ねんきんネット」の情報を活用し，社会保険加入の可能性があ

る者に対して，国保脱退届出の勧奨通知を送付 

◆勧奨通知件数（※各年度 3 月末時点） 

 実 績 

28 年度 260 件 

27 年度 300 件 

・国保脱退届出勧奨通知の送付者について，届出のあった者の国保

資格喪失を実施するとともに，届出がなくても「ねんきんネッ

ト」の情報に基づき，職権による国保資格喪失を実施（平成 25

年 10 月から実施） 

◆届出及び職権による国保資格喪失処理件数（※各年度 3 月末時点）

 実 績 

28 年度 242 件（うち職権によるもの 195 件） 

27 年度 261 件（うち職権によるもの 213 件） 
 

・「ねんきんネット」を活用した国保脱退勧奨を行い，職権による国

保資格喪失により，二重資格の解消が効果的に図れた。 

⇒引き続き，「ねんきんネット」を活用し，二重資格解消のための届

出勧奨と職権処理を実施 

 

○二重資格の解消 

・国保脱退届出の勧奨通知を送付 

・届出及び職権による国保資格喪失処理の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資格証明書・短期被保

険者証の交付（＊） 

滞納者との接触の機会

を確保し，滞納の事情把

握や納税相談を実施する

ことにより，状況に応じ

た交付を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

○資格証明書・短期被保険者証の交付 

 ・収納率向上や納税者の不公平感をなくすため，資格証明書及び短

期被保険者証を適切に交付した。 

◆交付件数（※各年度 10月 1 日時点（保険証更新時）） 

 資格証明書 短期被保険者証 

28 年度 
3,055 件

（4.04％） 

3,235 件

（4.27％） 

27 年度 
3,564 件

（4.59％） 

2,432 件

（3.13％） 

（（ ）内は被保世帯数に対する割合） 

・資格証明書，短期被保険者証の交付については，半年ごとの切替

時の 2 ヶ月前から，「国民健康保険納税相談通知書」等を送付する

など，事前の納税相談の機会の確保に最大限努め，納付状況に応

じ適切に交付を行ったことにより，資格証明書の件数が減少し

た。 

⇒引き続き，資格証明書及び短期被保険者証の交付により滞納者と

の接触の機会を確保し，滞納の事情把握や納税相談を実施しなが

ら，状況に応じた適切な交付を実施 

○資格証明書・短期被保険者証の交付 

・相談業務，実態調査により接触の機会を確保

し，適切に資格証明書及び短期被保険者証を交

付 

＊資格証明書 

特別な事情等なく，1 年以上保険税を滞納した場合に交付するもの（医療機関窓口で 10割を負担） 

＊短期被保険者証 

1 年以上滞納があるもののうち，定期的な納付がある場合，有効期限の短い被保険者証を交付するもの 

＊ねんきんネット 

年金被保険者の加入

状況等の情報を管理す

る日本年金機構のオン

ラインシステム 

＊特別収納対策室 

長期・高額滞納者に

対する滞納処分を，市

税等と一体的に行うこ

とを目的とし，平成２

２年度に設置 
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指  標 実  績 

《計画の目標値》 

○現年度収納率 

 

 

 

 

 

 

 

                目標       実績                

      ２８年度      ８８．８０％   ８６．７４％ 

２７年度      ８８．００％   ８６．４３％    

 

 

【参 考】現年度収納率の推移                                                （単位：％） 

 

 

 

 

 

83.29
83.67

84.37

84.91

85.64
86.05

86.43
86.74

82

83

84

85

86

87

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８

     

 

 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

現年度収納率 ８３．２９ ８３．６７ ８４．３７ ８４．９１ ８５．６４ ８６．０５ ８６．４３ ８６．７４ 

 

・目標収納率を達成

するため，各種収

納対策や差押の強

化に取り組み，平

成２２年度以降の

収納率は向上して

いる。 
（％） 

２９年度  ８９．５０％ 

国保経営改革プランでの目標 
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２ 医療費の適正化 

施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 ジェネリック医薬品の

普及促進◎ 

 ジェネリック医薬品は

被保険者の医療費の負担

軽減と国民健康保険の給

付費縮減が期待できるこ

とから被保険者に対し情

報提供や啓発などにより

普及促進を図る。 

○ジェネリック医薬品差額通知の送付及び効果検証を実施 

【目標】削減効果額：30,000 千円 

     使用率（数量シェア）：65％ 

・ジェネリック医薬品差額通知 

①対象年齢 制限なし 

②差額(月) 100 円以上 

③発送時期 4か月毎(年 3 回 5,9,1 月) 

④投薬期間 7日以上 

 

◆差額通知送付等実績（※各年度 3月末時点） 

 送付件数 
削減効果額 

（各年通知送付分） 

28 年度 
25,166 件 

（5,9,1 月送付）
37,841 千円 

27 年度 
24,712 件 

（5,9,1 月送付）
40,143 千円 

※削減効果は，通知送付後の 6 か月間検証するため，平成 28 年度は

見込みとなる。（平成 26年度送付分から検証可能となった。） 

 

◆使用率（数量シェア）（※各年度 3月末時点） 

 実績 

28 年度 67.1％ 

27 年度 62.1％ 
 

・使用率（数量シェア）は目標値である 65％を上回っており，ジェ

ネリック医薬品の普及促進は図られているが，削減効果額が前年

度より下回っている。 

⇒引き続き，ジェネリック医薬品の普及促進のための取組を実施 

○ジェネリック医薬品差額通知の送付及び効果検証

の実施 

 【目標】削減効果額：30,000 千円 

        使用率（数量シェア）：70％ 

 

・ジェネリック医薬品差額通知 

①対象年齢 制限なし 

②差額(月) 100 円以上 

③発送時期 4か月毎(年 3 回 5,9,1 月) 

④投薬期間 7日以上 

○周知広報 

・「希望シール」の配付【新】（加入手続時，被保険者証更新時） 

・国保だより，ホームページ，オリオンスクエアの大型映像装置に

よる周知【新】 

・ジェネリック医薬品差額通知とともに，希望シールの配付や国保

だより等を活用した周知を図ることにより，ジェネリック医薬品

の使用率も年々伸びていることから，ジェネリック医薬品の普及

促進に効果があった。 

⇒国保だよりやホームページ等による周知を実施 

○周知広報 

・「希望シール」の配付 

・国保だより，ホームページ，オリオンスクエア

の大型映像装置による周知 

・医療費通知の裏面を利用した広報【新】 

 

 レセプト点検の推進◎ 

被保険者の資格や診療

内容など，電子化された

レセプト情報を点検する

ことにより医療費の適正

化を図る。 

 

 

 

 

○レセプト点検 

・実施体制  

点検員：医療事務資格を有する嘱託職員 7 名 

◆レセプト点検による効果 【目標】財政効果額：190,000 千円 

 総点検数 過誤調整件数 財政効果額 

28 年度 2,051 千件 13,782 件 187,963 千円 

27 年度 2,033 千件 14,745 件 177,036 千円 

4 月～3 月実績 

・縦覧点検，横覧点検，医科と介護保険利用者や施設入所者の突合

点検の実施等により，適正給付が図られ，過誤調整件数は減少す

るものの，財政効果額は増加した。 

⇒引き続き，効果的・効率的な点検の実施 

・診療報酬改定等に伴う制度変更への対応が必要である。 

⇒引き続き，点検員のスキルアップのための各種研修へ参加 

○レセプト点検の推進 

【目標】財政効果額：190,000 千円 

・資格点検や縦覧点検等により，効果的・効率的

なレセプト点検の実施 

・点検員のスキルアップのための各種研修への参

加 
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３ 保健事業の充実 

施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 特定健康診査・特定保

健指導の推進◎ 

【特定健康診査】 

生活習慣病を予防し，

被保険者の健康保持と将

来にわたる医療費の適正

化に資するため，特定健

康診査の周知啓発や，受

診しやすい環境整備を行

うほか，未受診者への効

果的な勧奨を行い，受診

率の向上を図る。 

【特定健康診査】 

◆特定健康診査受診率 【目標】55％ 

 3 月末現在 確定値 

 
対象者数

（名）

受診者数 

（名） 

受診率 

（％） 

対象者数

（名） 

受診者数

（名）

受診率

（％）

28

年度
82,771

20,787 

（22,510） 
25.1 - - -

27

年度
86,017

20,558 

（22,067） 
23.9 85,724 25,272 29.5 

※対象者数及び受診者数は，当該実施年度に一年を通じて資格者の者

であり，（  ）は資格喪失者等を含む健診受診者を示している。 

【特定健康診査】 

・様々な媒体による周知啓発や，地区巡回健診等身近な場所での受

診機会の拡大のほか，未受診者の特性に応じた効果的な勧奨通知

の送付など，様々な取組を実施することにより，特定健康診査の

受診率の向上を図る。 

⇒受診率の向上を図るため，以下の各種取組を実施 

【特定健康診査】 

【目標】特定健康診査受診率：60％ 

 

○様々な媒体による周知啓発 

・広報うつのみや（年 2回／8月・11 月） 

・国保だより（年 2回／7 月・9 月） 

・ポスター掲示（随時／医療機関等） 

・周知啓発文言入り封筒の使用（随時） 

・市有車へのマグネット広告掲載（台数増 8 台→18台）【拡】 

 ・保健所東側入口に受診啓発のための横断幕の掲示 

・国保連によるラジオ広報や新聞広報（8 月ラジオ，9月～10 月 

新聞 5 回） 

・国保連によるＪＲ宇都宮駅西口への受診啓発横断幕掲示 

（5 月～7月） 

・県広報紙「とちぎ県民だより」広告掲載（9 月）【新】 

・国保だよりなどの紙媒体や市有車へのマグネット広告の掲載によ

り，受診啓発を行った。 

・特定健康診査は全ての保険者に義務付けられた健診であることか

ら，マスメディアによる広報を国保連や県と連携し，県内一斉に

実施することで，効果的に周知啓発を行なうことができた。 

⇒あらゆる機会を捉えた周知啓発を実施 

○様々な媒体による周知啓発 

・広報うつのみや（年 2回／7月・11 月） 

・国保だより（年 2回／7 月・9 月） 

・ポスター掲示（随時／医療機関等） 

・周知啓発文言入り封筒の使用（随時） 

・市有車へのマグネット広告掲載 

・保健所東側入口に受診啓発のための横断幕の 

掲示 

・国保連による新聞広報，ＪＲ宇都宮駅西口への

受診啓発横断幕掲示 

 ・県広報紙「とちぎ県民だより」広告掲載 

・受診勧奨グッズによる広報【新】 

 ○未受診者対策の強化 

 ・未受診者への受診勧奨通知の送付 

⇒①平成 27，28 年度連続未受診者のうち，40～69 歳を対象に，

未受診者の特性に応じた勧奨を実施（8月 50,370 件送付） 

 ②平成 28 年度未受診者のうち，40～69 歳を対象に，追加健診

を設定し，その日程や会場，予約方法をわかりやすく記載し

た案内を実施（再勧奨）（12 月 48,694 件送付）  

・未受診者勧奨の強化を図るため，集団健診予約センターによる 

電話受診勧奨を実施（12月に送付した者のうち，豊郷，平石，城

山地区に居住する 60 代の者  12 月 1,885 件）【新】 

⇒集団健診の即日予約者の割合 10.6％ 

・平成 27，28 年度継続未受診者に対して，年代や性別等，未受診者

の特性に応じた通知文を送付したことにより，健診内容や予約方

法についての問合せが増えるなど，受診喚起につながる効果的な

勧奨ができた。 

・追加健診を設定し，日程や会場，予約方法をわかりやすく案内し

た再勧奨通知を送付し，その後，電話勧奨をしたことにより，対

象者を受診予約につなげる効果が見られた。 

⇒未受診者の特性に応じた効果的な勧奨通知など受診勧奨を実施 

 

○未受診者対策の強化 

・未受診者への受診勧奨通知の送付 

⇒未受診者の特性（年齢・性別・受診状況な

ど）に応じた受診勧奨通知の送付 

⇒追加健診の日程や会場等の案内を掲載 

・集団健診予約センターによる電話受診勧奨

【拡】年間２回（８月・１２月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・受診促進キャンペーンの実施 

 ⇒受診者に健康グッズ等を抽選で贈呈 

  

・健診ＰＲ応援事業 

 ⇒健康づくり推進員等と連携した健診の普及啓発や，健診ＰＲ応

援企業を通じた受診勧奨や受診者に対する商品割引等の特典サ

ービスを提供 

   健診ＰＲ登録企業（市内飲食店やスポーツクラブ等）） 

24 企業，47 店舗，48 サービス（Ｈ27：20 企業 43 店舗）   

・キャンペーン応募件数が 12 月末で 233 名となっており，受診喚起

に一定の効果があった。 

⇒引き続き，キャンペーンを実施 

 

・健診ＰＲ応援企業による健診受診率向上の取組を通じ，企業と行

政が一体となり社会全体で健康づくりを推進していく機運醸成

や，健診への受診喚起につながる効果があった。 

⇒平成２９年度は引き続き実施 

・受診促進キャンペーンの実施 

  ⇒魅力ある健康グッズを景品としてキャンペー

ンを実施する。 

 

・健診ＰＲ応援事業 

  ⇒事業の周知・啓発 

⇒健診ＰＲ応援企業については，健康ポイント

事業との統合を検討 
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施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 特定健康診査・特定保

健指導の推進◎ 

 

○受診機会の拡充 

・人間ドック・脳ドック健診との同時受診  3 月末現在 

  H28（3,280 名（人間ドック：3,012 名，脳ドック：268 名）） 

  H27（3,480 名（人間ドック：3,109 名，脳ドック：371 名）） 

オリオンスクエアの大型映像装置による周知【新】 

・地区巡回健診等の実施（407 回⇒424 回）【拡】 

・早朝健診の実施（年 2回…7月:26 名，9月:31 名） 

・出前健診の実施（ＪＡ宇都宮北部支部 9月:15 名， 

ニュー富士見団地自治会  11 月：23名） 

・全国健康保険協会栃木支部との共催（タイアップ）健診の実施 

（年 5回…8 月:15 名，11 月：9 名，12月:5 名，2 月:80 名） 

・国保健診の実施（年５回…9月 117 名，1月(2 回)94 名）【新】 

・集団健診予約センター（電話）,集団健診予約システム（ＷＥ

Ｂ）による予約【新】 

・ドック健診との同時受診については，広報紙やホームページのほ

か新たにオリオンスクエアの大型映像装置を活用した周知を実施

したことにより，被保険者数は減少しているが，受診率は横ばい

（3.6％）となっている。 

⇒引き続き，広報紙等を活用した周知を実施 

・地区巡回健診については，ニーズに応じて実施回数を拡充し，早

朝健診，出前健診，全国健康保険協会栃木支部との共催健診のほ

か，新たに特定健康診査やがん検診などの健診が約半日でできる

国保健診を実施することにより，身近な地域における受診機会を

拡充した。 

・新たに集団健診予約センターでの電話予約やＷＥＢ予約が可能と

なり，市民の利便性の向上を図ることができた。 

⇒引き続き，受診率向上に向け，各種健診や受診機会の拡充のため

の取組を実施 

○受診機会の拡充 

・人間ドック・脳ドック健診との同時受診 

・地区巡回健診等の実施 

・早朝健診の実施 

・出前健診の実施 

・全国健康保険協会栃木支部との共催（タイアッ

プ）健診の実施 

・国保健診の実施 

・集団健診予約センター（電話予約）,集団健診

予約システム（ＷＥＢ予約）による予約 

 特定健康診査・特定保

健指導の推進◎ 

【特定保健指導】 

特定健診の結果，生活

習慣の改善のための特定

保健指導が必要な対象者

に対し，確実に指導を実

施できるよう，環境整備

を行い，特定保健指導終

了率（＊）の向上を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特定保健指導】 

◆特定保健指導終了率 【目標】55％ 

 3 月末現在 確定値 

 
対象者 

数（名）

初回 

(名）

終了 

(名）

終了率 

（％） 

対象者 

数（名） 

終了者数

（名）

終了率

（％）

H28 2,049 212 34 1.7 - - - 

H27 2,180 163 23 1.1 2,831 257 9.1 
 

【特定保健指導】 

・健診サポート事業や結果説明会等を実施することにより，保健指

導の終了率の向上を図る。 

⇒終了率の向上を図るため，以下の各種取組を実施 

【特定保健指導】 

【目標】特定保健指導終了率：60％ 

 

 

 

○利用機会の拡充 

 ・市の事業における特定保健指導の実施 

①健診サポート事業等による特定保健指導の実施 

⇒保健所等での指導や訪問による指導の実施（動機付け支援

（※1）に加え，Ｈ27 から積極的支援（※2）も実施） 

※1 動機付け支援：生活習慣病予備群への指導支援 

※2 積極的支援 ：生活習慣病有病者への指導支援 

②健診結果相談会での特定保健指導の実施（66回）【拡】 

⇒健診結果を送付した後，特定保健指導希望者に対し，保健 

所，保健センター，姿川地区市民センターにおいて相談会実施

・個別医療機関等における特定保健指導の実施 

 ・人間ドック受診日当日における特定保健指導の実施 

⇒人間ドックを受診した当日に一部医療機関で実施 

・特定保健指導の利用に結びつくように，身近な場所での健診結果

相談会の開催，実施回数の拡大により，健診結果相談会の利用者

数は前年度より増加し，特定保健指導終了率の向上につなげるこ

とができた。 

⇒特定保健指導の終了率の更なる向上を図るため，健診サポート事

業，健診結果相談会等を拡充 

 

 

○利用機会の拡充 

 ・市の事業を活用した特定保健指導の実施 

①健診サポート事業における動機付け支援，積

極的支援の実施 

②健診結果相談会での特定保健指導の実施 

⇒実施会場・回数の拡大【拡】 

・3 会場→4 会場 

・保健所，保健センター，姿川地区市民

センター，平石地区市民センター 

・年間７０回実施 

 ・個別医療機関等における特定保健指導の実施 

 ・人間ドック受診日当日の実施 

○特定保健指導利用勧奨の実施 

①通知による勧奨 

特定健診（集団・個別）実施後に特定保健指導対象者に対し，健

診結果相談会の日程等を盛込んだ利用勧奨通知を送付【拡】 

通知による勧奨実績 2,186 人（勧奨率 100％） 

②電話による勧奨 

健診結果相談会の予約のない者に対し電話での勧奨を実施。電

話による勧奨実績 1,225 人（勧奨率 73.3％） 

⇒利用勧奨により，健診結果相談会を予約した者 236 人（9.5%） 

・特定保健指導利用対象全員に対し，通知を発送したことにより，

健診結果相談会への申込み者数の増加につながった。さらに，電

話勧奨により再勧奨することにより特定保健指導利用者の増加に

つながった。 

今後さらに，効果的な利用者勧奨を行うため，専門オペレーター

による電話勧奨をモデル的に実施し，今後の勧奨手法として検討

していく。 

⇒特定保健指導の終了率の更なる向上を図るため，特定保健指導の

利用促進に向けた勧奨を強化 

○利用者勧奨の実施 

・特定保健指導利用者に対する通知による利用勧

奨の実施 

 ・通知による利用勧奨後，健診結果相談会の予約

のない者に対し電話による勧奨実施 

⇒専門オペレーターによる特定保健指導利用者へ

の電話勧奨をモデル実施（７～９月）【新】 

＊特定保健指導終了率 

特定保健指導（動機

付け支援は初回・最終

評価の全 2 回，積極的

支援は初回・中間・最

終評価の全 3 回）を実

施した者のうち，それ

ぞれ最終評価まで実施

した者の割合 
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施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 人間ドック健診・脳ド 

ック健診の推進 

疾病の早期発見・早期

治療により被保険者の健

康の保持増進を図るた

め，人間ドック・脳ドッ

クの費用の一部を助成す

ることにより，受診促進

を図る。 

○人間ドック・脳ドックの推進 

・特定健康診査との同時受診を実施 

・広報紙（年 5回），国保だより（年 2 回），ホームページ掲載等 

・オリオンスクエアの大型映像装置による周知【新】 

◆受診者数（※各年度 3月末時点） 【目標】3,500 人 

 人間ﾄﾞｯｸ 脳ドック 計 

28 年度 3,012 名 268 名 3,280 名 

27 年度 3,109 名 371 名 3,480 名 

※助成額 10,000 円（ドックと特定健康診査を同時受診する場合は

16,339 円） 

・隔月での広報紙，国保だより等に記事を掲載することにより，特

定健康診査との同時受診を含めた周知・受診勧奨を行ったが，被

保険者数の減少や脳ドック受診者が毎年受診しないという傾向も

影響し，昨年度と比較して受診率が横ばい（3.6％）の状況となっ

た。 

⇒引き続き，広報紙や国保だより等を活用し受診を促進 

 

○人間ドック・脳ドックの推進 

・ドックと特定健康診査の同時受診の実施 

・広報紙，国保だより，ホームページ掲載等 

・オリオンスクエアの大型映像装置による周知 

 【目標】受診者数：3,570 人 

 

 健康づくり支援事業の

推進 

健康づくりのための保

健事業を実施することに

より，被保険者の健康の

保持増進を図る。 

 

○宇都宮市地域・職域連携推進協議会（＊）による事業 

・地域保健と職域保健の連携により，被保険者の健康づくりのため

の健康情報の共有や保健事業の実施に要する社会資源を相互活用

し，下記の事業を実施 

・働く人の健康づくり講演会の開催 

講演「明日からできる健康経営」 

パネルディスカッション「市内事務所における従業員の健康 

づくり」 

・事業所等を通じた健康情報の提供 

・「職場の健康づくり～取組事例集～」の作成・配布【新】 

・働く人の健康づくり講演会等を実施することにより，事業主や健

康管理担当者に従業員の健康管理の必要性を啓発することができ

た。 

⇒引き続き，職域における健康づくりの意識を高め，被保険者の健

康管理につなげるため，啓発事業を実施 

・取組事例集を作成し，各事業所へ配布したところ，「参考になっ

た」等の声が寄せられており，従業員の健康づくりの推進に役立

つことができた。 

⇒引き続き，事例集の普及・活用を図り，より一層従業員の健康づ

くりの推進を図るため，事業所での健康づくり事業に取り組める

環境づくりを充実 

○宇都宮市地域・職域連携推進協議会による事業の

実施 

・働く人の健康づくり講演会の開催 

・事業所等を通じた健康情報の提供 

・事業所等に運動指導員等を派遣した健康講座の

実施【新】 

＊宇都宮市地域・職域

連携推進協議会 

地域保健と職域保健

の連携を図り，保健事

業の実施に要する社会

資源を相互に有効活用

し，主体的に健康づく

りに取り組む事業所の

増加を目的として，平

成 25年 8月に設置 
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施  策 平成 28 年度の主な取組と実績 平成 28 年度の主な取組の評価（・）と今後の方向性（⇒） 平成 29 年度の主な取組 

 ヘルスプランうつのみ

や事業の推進◎ 

健診データやレセプト

データを効果的に活用

し，被保険者の健康の保

持や疾病の早期発見・早

期治療につなげることに

より，医療費の適正化

を推進する。 

○多受診・重複受診者（＊）への保健指導 

 ・「多受診・重複受診者」に対し，文書，電話，訪問による保健指

導を実施 

 

 

 

 

 

 

・適正受診のためのリーフレットを医療費通知に同封 

◆指導実績（※各年度 3月末時点） 【目標】指導件数：延べ 200 回

 対象者 指導件数 改善確認者 

28 年度 344 名 延べ 194 回 98 名 

27 年度 207 名 延べ 215 回 67 名 

  

・多受診者，重複受診者への保健指導については，文書，電話，訪

問による保健指導のほかに，多受診者に対し，医療費通知に適正

受診に関するリーフレットを同封することで，適正受診のための

周知・啓発を実施 

⇒引き続き，粘り強く医療機関への適正受診に向けた保健指導を実

施 

 

 

 

 

 

 

○多受診・重複受診者への保健指導 

【目標】指導件数：延べ 200 回 

・多受診・重複受診者に対し，引き続き，保健指

導を実施 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○糖尿病重症化予防事業 

 ・特定健康診査の血糖検査の結果，数値が糖尿病領域（＊）にあ

り，医療機関の受診を必要とするにも関わらず，未受診となって

いる者に対し，受診勧奨のため，文書，電話，訪問による保健指

導を実施 

 

 

◆指導実績（※各年度 3月末時点） 【目標】指導件数：延べ 200 回

 対象者 指導件数 受診者 

28 年度 117 名 延べ 218 回 67 名 

27 年度 104 名 延べ 167 回 40 名 
 

・糖尿病重症化予防事業については，文書や電話，訪問による保健

指導により，特定健康診査の血糖検査の数値が糖尿病領域にある

未治療者の約 5割を治療につなげることができた。 

・ヘモグロビンＡ1ｃ検査の必須化により，新たな対象者を発見する

ことができたので，未治療者を確実に治療につなげる必要があ

る。 

⇒医療機関の早期受診が必要な者に対し，確実に治療につなげるこ

とができるよう，継続的な保健指導を実施 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○糖尿病重症化予防事業 

【目標】指導件数：延べ 200 回 

 ・糖尿病の重症化リスクのある未治療者を確実に

治療につなげるため，保健指導を実施 

  

・「栃木県糖尿病重症化予防プログラム」への対

応【新】 

⇒・特定健診受診者のうち糖尿病領域の者に対

し，糖尿病の基礎知識，合併症の危険性，生

活習慣の改善等の情報提供を行うことができ

るようリーフレットを配布。 

 ・医療機関受診中のものに対し行う保健指導

の実施体制の構築 

 

 

 

＊多受診 

一月に同一疾病で同一診療科目の通院日数が合

計 15日以上となる通院を 3 か月以上継続 

＊重複受診 

同一疾病で同一診療科目の複数の医療機関への

通院を 3 か月以上継続 

＊糖尿病領域 

空腹時血糖 126ｍｇ/dl 以上 HbA1c6.5％以上 



◎：重点施策・取組    下線：前年度からの変更点・新規取組等   【新】：新規，【拡】：拡充，【改】：改変                                 - 20 -

指  標 実  績 

《計画の目標値》 

○1 人当たり医療費の 

増加率（対前年比） 

 

○医療費総額の増加率 

（対 25 年度比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 標      実 績 

２８年度    ２．２５％    ２．１６％ 

２７年度    ２．２５％    ４．６４％ 

 

２８年度    ９．８４％    ０．３６％ 

２５年度     基準年      基準年 
 

【参 考１】被保険者の年度推移 … ① 

 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

   被保険者全体 139,865 人 139,128 人 139,288 人 138,360 人 136,493 人 134,427 人 131,313 人 126,121 人

内

 

訳

一般（65歳未満） 92,134 人 90,663 人 90,232 人 86,964 人 83,154 人 80,026 人 76,998 人 73,654 人

前期高齢者（65 歳～74歳） 40,192 人 40,671 人 41,111 人 42,956 人 45,121 人 47,434 人 48,982 人 48,988 人

退職被保険者（主に 60～64 歳） 7,539 人 7,794 人 7,945 人 8,440 人 8,218 人 6,967 人 5,333 人 3,479 人

【参 考２】一人当たり医療費の年度推移（国保事業年報・国保事業月報から） … ② 

 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

1 人当たり医療費の増加率（対前年比） ２．１４％ ３．２７％ ２．４４％ ３．５７％ ４．５８％ １．６０％ ４．６４％ ２．１６％ 

   一人当たり医療費 263,787 円 272,419 円 279,059 円 289,010 円 302,239 円 307,069 円 321,312 円 328,260 円

内

 

訳

一般（65歳未満） 180,747 円 185,753 円 192,522 円 195,752 円 203,426 円 204,454 円 212,089 円 214,816 円

前期高齢者（65 歳～74歳） 431,029 円 447,335 円 448,917 円 462,636 円 472,817 円 473,366 円 485,005 円 493,986 円

退職被保険者（主に 60～64 歳） 384,767 円 367,804 円 382,939 円 366,238 円 365,512 円 353,527 円 394,802 円 396,393 円

【参 考３】医療費総額の年度推移（国保事業年報・国保事業月報から） … ③ 

 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

医療費総額の増加率（対 25 年度比） - - - - 基準年 ０．０６％ ２．２７％ ０．３６％ 

    医療費総額 369 億円 379 億円 389 億円 400 億円 413 億円 413 億円 422 億円 414 億円

内

 

一般（65歳未満）  167 億円  168 億円  174 億円  170 億円  169 億円 164 億円 163 億円 158 億円

前期高齢者（65 歳～74歳）  173 億円  182 億円  185 億円  199 億円  213 億円 225 億円 238 億円 242 億円

訳 退職被保険者（主に 60～64 歳） 29 億円   29 億円 30 億円   31 億円   30 億円  25 億円  21 億円 14 億円

 

 

 

 

   

 

263,787円

272,419円

279,059円

289,010円

302,239円
307,069円

321,312円

328,260円

250,000円

260,000円

270,000円

280,000円

290,000円

300,000円

310,000円

320,000円

330,000円

340,000円

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

一人当たり医療費の年度推移

（対前年伸び率の推移）

1.60％

4.64%

3.27％

4.58％

3.57％

2.44％

2.16%

 

369億円
379億円

389億円
400億円

413億円 413億円

340億円

360億円

380億円

400億円

420億円

440億円

Ｈ

21

Ｈ

22

Ｈ

23

Ｈ

24

Ｈ

25

Ｈ

26

Ｈ

27

Ｈ

28

医療費総額の推移

422億円 414億円

 

診療報酬改定状況 … ③ 

 ２２年度 ２４年度 ２６年度 ２８年度 

全体 ＋0.19％ ＋0.004％ ＋0.10％ △1.31％ 

本体 ＋1.55％ ＋1.38％ ＋0.73％ ＋0.49％ 

薬価 △1.36％ △1.38％ △0.63％ △1.33％ 

① 被保険者全体は減少しているが，減少しているのは６５歳未満の被保険者で，前期高齢者は年々増加しており，被保険者の年齢構成の高齢化が進行している。 

② 平成２８年度の前期高齢者の一人当たり医療費は約４９４千円であり，６５歳未満の被保険者と比較すると，約２．３倍と大きい。 

③ 被保険者数の減少により，６５歳未満の被保険者医療費総額も減少しており，前期高齢者の医療費総額は増加しているものの，診療報酬の改定における薬価の引き下げが

影響したこともあり，全体の医療費総額は昨年度と比較して減少に転じた。 

  ２９年度  ２．２５％ 

国保経営改革プランでの目標 

国保経営改革プランでの目標 

  ２９年度 １３．１８％ 

2.3 倍 
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   平成２９年度国民健康保険税の課税状況について 
 

１ 税率と課税限度額 

 
医療保険分 後期高齢者支援金分 

介 護 保 険 分 

（40 歳以上 65歳未満） 

28 年度 29 年度 28 年度 29 年度 28 年度 29 年度 

所 得 割 6.36 ％ 2.55 ％ 2.07 ％ 

均 等 割 25,900 円 9,800 円 10,500 円 

平 等 割 19,000 円 7,200 円 6,400 円 

課税限度額 520,000 円 540,000 円 170,000 円 190,000 円 160,000 円 

○平成 29年度から課税限度額を改定，税率は 26 年度に改定した後変更なし。 

 

２ 当初課税の状況（全体分） 
 ２８年度 ２９年度 増 減 

世  帯  数  ７８,３３６ 世帯 ７５,７８８ 世帯 △２,５４８ 世帯

被 保 険 者 数  １３０,９３７  人 １２３,７１０  人 △７,２２７  人

応 能 

49.7％ 
所得割 ① ７,１２５,０７６ 千円 ６,６９９,５２９ 千円 △４２５,５４７ 千円

応 益 

50.3％ 

均等割 ② ４,９８６,９１６ 千円 ４,７０５,５６１ 千円 △２８１,３５５ 千円

平等割 ③ ２,１５７,１３６ 千円 ２,０７５,６３１ 千円 △８１,５０５ 千円

小 計 Ａ 
(①＋②＋③) 

１４,２６９,１２８ 千円 １３,４８０,７２１ 千円 △７８８,４０７ 千円

軽 減 額  Ｂ １,６４２,７０５ 千円 １,６０４,５９７ 千円 △３８,１０８ 千円

課 税 額（Ａ－Ｂ） １２,６２６,４２３ 千円 １１,８７６,１２４ 千円 △７５０,２９９ 千円

１世帯当り課税額 １６１,１８３  円 １５６,７０２  円 △４,４８１  円

１人当り課税額 ９６,４３１  円 ９６,０００  円 △４３１  円

○世帯数，被保険者数ともに減少の傾向にある。（前年比：世帯数△3.3％，被保険者数△5.5％） 

○所得割・均等割・平等割のいずれも減少となり，１世帯当たり・１人当たり課税額も減少した。 

 

３ 軽減額の内訳 

 
２８年度 ２９年度 

世   帯 金   額 世   帯 金   額 

７割軽減 

（33万円以下） 
18,520 世帯 1,011,148 千円 

18,375 世帯 

（-145 世帯） 

993,010 千円  

（-18,138 千円）

５割軽減 
（33万円+27 万円×被保

者数以下） 

9,671 世帯 464,339 千円 
9,650 世帯 

（-21 世帯） 

453,621 千円  

（-10,718 千円）

２割軽減 
（33万円+49 万円×被保

者数以下） 
8,539 世帯 167,218 千円 

8,263 世帯 

（-276 世帯） 

157,966 千円  

（-9,252 千円）

合   計 36,730 世帯 1,642,705 千円 
36,288 世帯 

（-442 世帯） 

1,604,597 千円  

（-38,108 千円）

○軽減割合の下の（  ）は，前年の合計所得金額 

○世帯数合計はやや減少したが，全世帯数に占める軽減世帯数の割合（47.9%）は前年度

（46.9%）より約１ポイント増加した。 
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平成２９年度国民健康保険運営協議会の開催予定 

回 

数 
日 程 議 事 予 定 会 場 

第 

１ 

回 

 ８月 ３日（木）

・会長及び職務代理者選出 

 ・市長からの諮問について（税率の見直し等）

 ・国保制度改革の概要について 

【報告事項】 

・平成２８年度決算状況（見込み） 

・国保アクションプラン２８の取組状況と 

国保アクションプラン２９の主な取組 

・平成２９年度国民健康保険税の課税状況 

【その他】 

・今後のスケジュール 

市役所本庁舎 

１４階 

１４大会議室 

第 

２ 

回 

 ９月２８日（木）

【報告事項】 

・栃木県国保運営方針の概要と本市国保の現状

について 

市役所本庁舎 

１４階 
１４Ａ会議室 

第 

３ 

回 

１１月３０日（木）
【協議事項】 

・国保税率の見直し等について 

市役所本庁舎 

１４階 
１４Ａ会議室 

第 

４ 

回 

 １月１８日（木）
【協議事項】 

・国保税率の見直し等について 
調整中 

第 

５ 

回 

 ２月 １日（木）
【協議事項】 

・答申書（案）について 
調整中 

－ ２月 ・答申書の提出（会長一任） 調整中 

第 

６ 

回 

２月２２日（木）

【報告事項】 
・平成３０年度 国民健康保険特別会計当初 
予算（案）の概要について 

調整中 

※ 開催時間はすべて午後４時３０分～午後６時頃までを予定 

 

 

その他 


